





多数の日系企業が操業するロジャナ工業団地、ナワナコン工業団地など主要工業団地八カ所を含め首都バ コクなど国土の三分の一以上を長期にわたり水没させ、タイ経済に深刻な被害与えた。浸水被害によるサプライチェーンの寸断はマレーシアなど近隣諸国を巻き込み、米国で操業する日系製造業の生産活動にも影響を与え、また日本の食卓などにも波及した。タイ洪水は円高に悩まされる日本企業の海外進出 在り方に一石を投じることに った。
ＡＳＥＡＮ諸国で日本企業や韓国企業などの
外国投資ブームが始まったのは、一九八五年のプラザ合意以降 ある。円高ドル安による円高不況を克服するため労働集約型企業を中心 タイ、マレーシアやインドネシアへの進出が本格的に進められ、日本企業の実質的な国際化元年となり今日に至ってい 。筆者が『アジア経済と直接投資促進論』 （ミネルヴァ書房、二〇〇年）で「企業が投資先を選ぶ時代」の到来を明らかにし、日本企業によるＡＳＥＡＮ向け投資ブームが始まったころの日本企業は、海外投資を実行する前には慎重な事前調査 （Ｆ／Ｓ調査）を実施し、 カントリーリスクに十分に注意を払っていた。 かし一九九〇年代央の第二次円高以降、低廉で豊富な労働力を求めた経済効率が優先され、東アジア地域では中国に次いでタイに企業進出が集中し、産業の集積が進んだ。とり
わけ自動車産業を軸にサプライチェーンが形成され、 タイは「東洋のデトロイト」と言われる。
タイには日系企業が七、 〇〇〇社以上進出して
いる。その内製造業は約一、 三〇〇社であり、東証上場企業 代表的な製造業 ほとんどが進出していると言っても過言ではない。関連下請け中小企業もタイに進出し、生産活動で「もう一つの日本」を形成していた。この外、ＡＳＥＡＮ地域にはマレーシア一、 三〇〇社、インドネシアとフィリピンにそれぞれ一、 〇社以上進出している。 国には三万社以上進出している。
東アジア地域に形成された生産ネットワークと
サプライチェーンを通して経済性の高い国際分が展開され、ＦＴＡ・ＥＰＡの活用により、カントリーリスクは忘れ去れ、効率的な生産活 ばかりが追求されるようになった。日本と密接な経済関係にあるタイで操業する 系浸水被害企業数は約四五〇社程度にのぼり、その内約三〇〇 が中小企業と見られている。洪水が発生して改めてタイ経済と日本の密接な関係を知 こと なった。
洪水により工場が浸水し生産活動の被害が大
きかったのは、ホンダ、トヨタなどの日系自動車メーカーであった。浸水の水位は一メートル以上に達し、機械設備が長期にわたり水没した トヨタは一カ月間で六万九 〇〇台の減産 またタイ以外の九カ国で減産を余儀なくされた。マチの生産をタイに移管した 産は、十一月に 操業を再開したが、日系自動車メーカー八社で一カ月間の減産は二〇万台以上となった。二 一〇年のタイ 自動車生産台数は一六四万台（一 年前
の四倍）に達し、二〇一五年には二五〇万台に増加すると予測されていた矢先に一過性ではない洪水と浸水に見舞われた。
この外、電子部品であるＨＤＤ駆動装置は、


















ていた慎重な日本企業の中には、タイのチャオプラヤ川の治水、氾濫とデルタ地帯の地盤の軟弱さから、当初投資を予定していたタイからマレーシアなどに進出先 変更するところもあった。バンコクに近いナワナコン工業団は湿地帯を埋め立てたものであり、低地に造成された工業団地が多い。治水と地盤の軟弱性は工場建設コストがマ よりかさむ。またプス機を多数使う企業では 精度を高めＰＰＭ （百分の一）管理による品質を維持することが難しい。プレス機などを使 部品を供給する中小業にとっては、解決しなければいけない大きな課題であり、カン リーリスク あった。∧カントリーリ クの再検討∨
カントリーリスクはコマーシャルリスクだけ
ではない。ポリティカルリ に加え自然災害を考慮する必要がある 筆者は以前、世界銀行グループの多数国間投資保証機関（ＭＩＧＡ）に勤務したことがある。ポ ティ ルリスクに対する投資保証が主要業務 る。海外進出するときは低廉 豊富な労働コストに代表される経済効率の優先だけで く、ポリティカルリスクと並び想定外の自然災害にも備えた対応を考えておくべきだったといえる。
図は日系自動車部品メーカーＡ社の東アジア







ア地域への進出を一層促進することは確かだ。タイ洪水が日本企業の海外進出に水を注すとは考えられない。産業の空洞化を恐れて国内で操業を続ければ、日本の製造業は座して死を待つばかりである。これまで日本企業が蓄積してきた技術を継続し 脱国境化し、人材の交流により東 ジア地域で生かされるべきであろう。タイでの操業 困難になった進出企業では、タイ人従業員を日本に配置転換し、サプライチェーンが円滑に機能する努力をしている。来日する 人は数千人にのぼり、一度海外に流出 た技術を取り返すことが難しいことを改め 教えてくれた。
タイ洪水の教訓から集中と集積の利用とＦ
ＴＡ・ＥＰＡを活用 たネットワーク型分散投資が進むことになるが ラオス、カンボジアではタイ 二の舞となる。
ＡＳＥＡＮ
では、インドネシア、ミャンマーやベトナムへの投資が増えそうである。また、
伝統的な直
接投資理論では「企業支配」と「経営参加」に重点がおかれて展開されてきたが、グロバル化した国際経済環境では伝統的な理論から一歩踏み込み、 「企業連携と相互補完技術の相互共有化」に重点をおいた直接投資理論の展開が必要になる。タイ洪水は経済被害にとどまらず、生産ネットワークの在り方、人材と技術交流の促進、直接投資の新しいパラダイムを求めている。
（みきとしお・札幌学院大学経済学部教授）
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脱国境化企業展開するA社の事例
